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近年の近代経済理論の全般的傾向を一瞥する時，ケインズのいわゆる「一般理論」の出
現以来，経済理論の主要な関心は，価値（価格）論で端的に表現せられる微視的経済理論
から，全体としての経済に関る問題すなわち「巨視的な単位での総量間の相互関係および
それらの変動の問題」に関する理論へと集中されてきた。特に最近の文献の多くが Macro-
Economics (Theory)ないしは Employment,Output, Prices, Growth, 等々を標榜し
ていることは，この間の事情を顕著に物語っているものといえよう。
ところで，このようないわば巨視的経済理論は，共通して，何らかの意味で，ケインズ
自身の用具ないしは分析手法を踏襲し，また発展せしめたものであること周知のごとくで
ある。例えば，ハロッド＝ドマール流の成長理論やカルドア流の分配理論等は，ケインズ
の特に強調した諸概念や分析手法を彼等の理論に積極的に導入したものと評せられる。そ
れらの特徴は，一方では供給側面の強調を，他方では需要側面の強調を，という二面性の
存在であった。と同時に，これが理論の長所とも短所ともなりえたと考えられる。
そこで，いわばこの二面的なマクロ理論に対し，新古典派流の接近にょる，しかも極め
て集計的・総体的な概念を使用する，需給均衡理論の出現が要請せられたのも当然の成行
であろう。元来，ケインズ自身も雇用分析は総需要関数と総供給関数との結合が必至であ
ることを述べた。その場合，彼にあっては，雇用と産出高に対する関心が強過ぎたため
に，分配理論の重要性を充分認めながらも，これを等閑視した。それゆえに，一層の理論
の発展を目指すためには，総需給の内面を統一的にとらえる必要があり，そこから生ずる
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新しい問題の拡がり，例えば，雇用を媒介とする成長理論と分配理論の展開が必要とな
る。
このような時， H.D. ジョンソン， P.ダビッドソン， S.ワイントロープ等を中心に，
ケインズの総供給関数の一連の再考察を糸口とし，分配理論を包括する雁用・産出高理論
が展開されることとなった。
本書は，まさに，この様な統一的理論に加えて，本来短期静態論であると評せられるケ
インズ理論の思考の線にそって，成長理論に結合せんとする意欲的な意図を持っている。
本書を一貫する立場は，扉用理論および分配理論が，静態・動態のいずれにおいても，
単に需要側面のみならず供給側面をも重視する統一理論であるべきこと，さらに，巨視的
体系でありながら，その基礎は常にミクロ的な考え方で裏付けられていることである。
著者ワイントロープはニューヨーク大学およびロンドンスクール・オプ・エコノミック
スで教育を受け， 1941年ニューヨーク大学より経済学博士号を授けられ， 1950年以来，ペ
ンシルヴァニア大学経済学部教授である。
主要著書としては，本書以外に， ・AnApproach to the Theory of Income Distribu-
tion (1958), A General theory of the Price Level, Output, Income Distribution 
and Economic Growth (1959), および ClassicalKeyensianism Monetary Theory and 
the Price Level (1960), 等がある。
ところで，本書は次の10章から構成されている。
1. Growth Theory. 
2. The Theory of Employment. 
3. The Dynamics of Investment. 
4. The Growth Pattern. 
5. A Uniform Growth Path. 
6. Nonlinear Growth Paths. 
7. Income Distribution and Aggregate Demand. 
8. Wages and the Price Level. 
9. Technical Progress. 
10. Optimal Growth. 
以下，本書の内容をごく筋単に紹介してみよう。
141 
,~. 
950 鵬西大學『網済論集』第17巻第6号
?
第1章では，近代のマクロ理論のケインズ理論からの乖離にふれている。すなわち，ヶ
インズ以後の成長理論家たちは，ケインズ理論を拡張したさいに主要変数を実質産出高と
し（これは貨幣経済の分析を放棄することになる），かつ通例では完全雇用を前提してい
る。これに対し，ケインズは主要単位として雇用および賃金単位を重視し（これは価格水
準の動きを中心に置いていた），かつ不完全雇用ないし過少雇用均衡を前提としていたこ
とが，本章では強調されている。
このような基本的観点から，ハロッド＝ドマールの成長理論に焦点を絞って考察し，究
極的には，この種の成長理論は労働雇用現象をケインズが考えたような主要変数としては
考慮せず，需要や供給能力の分析に終止していたと批判し，結論として，ケインズ理論の
中核をなすと著者が考える雇用側面が経済成長に対しいかに関連するかを論じ，成長理論
と雇用理論との結合を強調する。
第2章では，前章の結論を受け継ぎ，定常的状態を仮定した場合の雇用理論の中核が何
であるかを論じ，結局，雇用量Nおよび産出高は総需要関数(D)と総供給関数(Z)との交点に
より決定されると主張されるが，同時に，この理論において(Z)と(D)との位置関係が分配問
題を支配するという。
いまこの点を少し詳述すると，著者のいう総供給関数(Z)は貨幣賃金を一定としたうえで
の企業家の期待売上高の表であるから，雇用量Nの増加につれて，上昇する右上りの曲線
で描かれる。もちろん， Zは企業者にとっての費用構成因（例えば，賃金額と粗利潤）か
らなっている。他方，総需要関数(D)は社会全体の総支出に関るものだから，投資需要と消
費需要とからなっている。そして，これらの需要は共にNの関数となっていることに注目
すぺきである。そこで，究極的には， Z=Z(N; w), D=D(N; w,r)で表現され (p,
18), この結果， Z=Dの均衡点において，総雇用量，総産出高，および所得分配が決定
されるのである。
第3章では，前章での定常的状態の仮定を除き，資本形成と投資の動学的役割を論じ，
諸々の弾力性や比率の概念（例えば，成長：売上高，資本：売上高…等々の弾力性，並び
に労働対資本，資本対売上高…等々の比率）規定を通じて，雇用理論と成長理論との結合
への橋渡しがなされている。ここでは，投資の(Z)および(D)に及ぼす効果は両曲線をシフト
させ，異時点において Zt=Dtとならしめるような雇用量 Ntが確定する。それゆえ，各
時点での均衡点の軌跡は期待売上高と雇用量を結びつける売上高成長径路の描出を可能に
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させるー ことになる。
第4章では，前章での均衡売上高成長径路が，総供給および総需要の両側の諸因子（す
なわち，企業の期待売上高，雇用量，産出高，物価，資本量，および貨幣賃金）の相互依
存関係を総合的に図式で把握し，これを検討することによって綿密に考察されている。
結局，この章の目的は前記の売上高成長径路の安定性の検討に関連するものといえる。
第5章および第6章では，均衡成長径路の進路の可能性へと展開がなされ， 5章では，
特に売上高と雇用の成長が一様である成長径路が，また， 6章では，売上高と雇用の成長
が一様でない種々の場合が考察されている。この両章では，成長：売上高ないしは資本：
売上高等々の諸弾力性の種々の値の場合が区別されて論じられ，加えて， Z,N, Kの各
々の増加率の均等・不均等の種々の場合に分けて論究されている。これらの相互関係の分
析を通じて，均衡成長径路の前記の二種の形とこれらに対応する売上高の増大，雇用の増
大，および一定の貨幣賃金とを組合せた場合の所得分配が論じられている。
第7章では，所得分配と総需要の関係の問題がこれまでの章の再確認のために提起され
ている。この場合，時間の進行に伴っての均衡成長の決定的条件ともなる総需要の大きさ
が，所得決定因のみならず，逆に所得分配が総需要を決定すると主張している。この意味
で，いわゆるカルドアー流の有効需要中心の分配論の一面的性格を指摘していることは注
目に値するであろう。
第8章では，貨幣賃金が，価格水準，成長径路，および資本形成に重大な影響を与える
事が検討されている。すなわち，前章までの成長径路の論究に際して，賃金水準および価
格水準の変動が無視されてきた。そこで，貨幣賃金変動の効果と資本の生産性ないしは資
本装備率との組合せによって価格水準の動向が決定され，これが企業者の期待に影響し，
ひいては資本形成の形態を変化させ，その結果生ずる成長径路への影響の問題を考察する
ことが必要となること，これである。そして，これらの過程が統計資料と比較することに
よって極めて現実的に処理されている。
第9章では，いわゆる「技術進歩」の問題が論究されている。この場合，技術の変化な
いし革新は雇用量および資本の回転期間を複雑な仕方で変化させ，この変化が資本節約的
ないしは資本使用的の各場合に応じて売上高の成長径路を変化させ，ひいては所得分配に
影響する過程が分析されている。
この章で留意されるべきは，技術進歩は究極的に資本形成に影響を与えることが，前諸
章と同様に，貨幣タームによる考察を通じてなされていることであろう。この意味で，本
章の末尾で取りあげられている J.ロビンソンの技術進歩に関する議論との比較は興味深
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いものがあるといわねばならない。
前記諸章で論究された成長諸径路はあたかも各々の成長状態が均衡結果であるかのごと
＜述ぺられたが，第10章では，はたして，このような均衡状態が保証されうるか否かが検
討され，さらに，このような成長状態が持続的かつ安定的に続きうるかどうか，また持続
的かつ安定的成長が望ましいかどうか，ということが論じられている。
これらの結論として，•著者は，政府諸機関の適切な行動の必要性を指摘し，最適成長に
ついては，概念そのものが曖昧であり，種々の経済に対して最適成長は異なりうることを•
強調している。
3 
著者の基本的な考え方は，「資本主義経済というものは，労働の生産物が後になってあ
る市場で販売可能であろうという期待に基づいて，企業が労働を雇用する経済である」(p.
13), ということである。この槻点からすると，成長理論（分配理論を含めての）はケイ
ンズの強調した産出高・雇用理論が必須となる。
一方，典型的なケインジアンにあっては，通常，供給側面の分析が総供給関数の分析の
等閑視によって軽視された嫌いがあった。それゆえに，分配理論を同時に構成することを
志向する理論では，単に需要側面のみならず供給側面の分析を一つのダイヤグラムの内側
で行なうことが必要となる。
そこで，本書では，静態・動態のいずれにおいても総需給の両側面を一つのダイヤグラ
ムに表現し，この考察によってのみ雇用量，産出高，および所得分配の各々の動向が把握
されている。著者は，この過程を図式，統計資料ないし数値例を用いて，明快かつ精密に
論究している。
ただ，その場合，著者のいう総供給関数の理論が今なお関数そのものについての統一的
かつ正確な定義も内容も与えられていない点，および本書では生産物市場の状態が広く考
慮されていない点，さらに，著者が分配理論の問題を提起していながら，例えば賃金がい
かにして決定されるかのメカニズムを欠いている点等々を鑑みるとき，著者の積栖的な貢
献を認めないわけにはゆかないが，若干の問題点を残しているといわねばならない。
しかし，微視的経済学への連絡についての反省がなされ，巨視的経済学の対象を単純に
総体的にのみ取扱うのでなく，微視的考察を通じて，その関連において統一的に処理しよ
うと努めている点で，本書の価値は高く評価せられねばならないであろう。なお，著者の
基本的な考え方を理解するためには，前著， AnApproach to the Theory of Income 
Distributionが有益であろう。 一浅田正雄一
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